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全国の自治体では、集中改革プランにより正規職員数の削減に取り組んできたが、複雑化する住民ニーズへの対応等により職員1人当たりの業務負担量は増加傾向にある。また、震災等の災害対
応をはじめ、感染症対策など、突発的な危機管理対応のための応援職員の確保等に困難をきたしている状況もみられる。
総務省「自治体戦略2040構想研究会 第二次報告」では、人口縮減時代における新たな自治体行政の基本的な考え方として、スマート自治体への転換を掲げ、「半分の職員数でも担うべき機
能が発揮される自治体」が必要であるとされ、ＡＩやロボティクス等の破壊的技術等を導入し、 困難な課題を突破できるような仕組みを構築する必要性を挙げている。
本調査研究では、自治体における今後の大きな取組と考えられる、デジタルを活用したレジリエントな組織体制の在り方について、総合的に検討することとした。
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